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如の問題を指摘した。最後に、先進国の廃棄物が再生資源の中に混入している “ 舶来ごみ ”
問題について、中国政府が再生資源の輸入に関する法律規制の強化、輸入可能な再生資源
の基準強化、環境保護局の審査許可証の取得制度、輸出企業の登録制度などに取り組んで
きた経緯をまとめた。
第４章「中国都市ごみ処理における課題」では、ごみ処理の分野において中国が直面す
る３つの重要課題を取り上げ、対応策を検討している。まず都市ごみの収集方式について
は、大都市部においてごみの焼却処理が急速に進展する状況のもとで、ごみの収集方式が
これまでの混合収集のままでは処理方式の変化に適合できない。そして生活ごみ急増によ
る最終処分場の逼迫問題がある。さらに長年不適正に投棄され蓄積された大量のごみの適
正処理も大きな問題となっている。収集方式については混合収集から分別収集への切り替
え、最終処分場の逼迫問題についてはごみ減量・資源化推進の必要性を説いている。中国
に特有のストックごみの問題については、生活環境保全の観点から、衛生埋め立てや焼却
処理の必要性を指摘するとともに、１人当たり GDP と都市ごみ未処理率の相関を回帰分
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析することで、完全な無害化処理への経路を示している。
第５章「中国都市ごみ処理の先進事例―大連市」では、中国・大連市の先進的なごみ対
策を取り上げている。同市では、都市化の進展と市民生活水準の向上により都市生活ごみ
が増え、最終処分場の逼迫に直面し、ごみ処理方式は従来の衛生埋め立て型から焼却発電
型へと大きく舵を切った。同市における生活ごみ処理の現状と課題を分析した結果、ごみ
処理経費の削減と環境負荷の低減のためには、生活ごみの発生抑制と資源化の推進がきわ
めて有効であることが明らかとなった。こうした課題への対応策として、本論文では、「２
段階リサイクル政策」の導入による行政の積極的な資源化施策の推進と従量制のごみ有料
化システムの導入可能性について論じた。
第６章「中国が学ぶべき日本の先進的ごみ対策」では、日本の先進的なごみ対策として、
家庭ごみ有料化、細分別、集団回収を取り上げ、検討している。家庭ごみ有料化について
は、日本の家庭ごみ有料化実施率が約６割を占め、さらに増加傾向にあるなどの現状を分
析し、有料化の減量効果を先行調査による実証データを用いて示している。また、有料化
実施によるごみ発生・排出抑制効果について、自治体市民アンケート調査結果を援用する
ことにより、市民による具体的な対応行動を分析した。細分別によるごみの減量・資源化
推進については、高いリサイクル率を維持する自治体の事例分析を行っている。この自治
体における資源化の取り組み実態を調査・分析し、長年にわたって構築された分別収集方
式の工夫や、独自のリサイクルルートの確保などが、リサイクル率向上とごみ減量効果に
大きく寄与したことを明らかにしている。最後に、日本の集団回収の現状と類型を整理し、
それが地域社会において果たした役割について掘り下げた分析を行っている。そのことを
通じて、集団回収の拡充に、ごみ減量効果だけでなく、自治体の経費削減効果、地域社会
の活性化効果もあるとの結論を導出した。その上で、中国地域社会における社区（コミュ
ニティ）制度を活用した集団回収システム導入の可能性を検討している。
第７章「都市ごみの適正処理に向けた提言」では、以上の日中比較調査・検討結果に基
づき、２つの提言を導出している。第１は、収集方式の変更である。日本の集団回収方式
を参考にし、これまでの混合収集方式から「中国式の民間回収」へ移行することである。
また、日本の地方自治体において地域住民が取り組んでいる集団資源回収の制度を、中国
においても都市地域の社区において導入することも検討に値することを示している。第２
は、家庭ごみ収集の従量制有料化の導入である。ごみ処理費用負担の公平性の確保、都市
ごみ減量化・資源化の推進のため、中国地方政府のごみ処理システムにおいて有料化シス
テムを早期に導入すべきであることを提言している。
終章「結論」では、本論文全体を総括し、要約している。
本論文は現在の中国が直面する深刻なごみ問題について、広汎な文献資料と記録文書、
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統計データに基づいて、その実態を解明した上で、これらの問題に対処する方策として「中
国式民間回収システム」や「家庭ごみ従量制有料化」を提案した。提案された改善方策の
方向性は的確であり、ごみ減量・資源化の推進に有効なものと評価できる。これらの改善
方策が地方政府により導入されることとなれば、中国都市ごみの減量・資源化は大きく促
進され、最終処分場の延命化と有効活用、焼却処理の効率化、生活環境の保全、温室効果
ガス排出量の低減、エコロジカル・フットプリントの抑制、ごみ処理費用の縮減に寄与す
ることとなろう。
審査委員会における口頭試問においては、論文テーマの修正、統計数値の確認、特定の
自治区でのごみ排出原単位の多さの原因、集団回収等制度の中国地域社会への適用の妥当
性、静脈アクターの育成方策、ゼロエミッションへの展望などに関する質問や意見が委員
から出たが、すべての質問について的確な回答がなされ、博士としての十分な素養および
学力があることを確認した。
【審査結果】
本論文は、深刻化する中国都市ごみ問題への対策としてのごみ減量化政策に関するおそ
らく日本では初の本格的な総合的・実証的な調査研究として、十分な学術的価値を具備す
る。本論文が考察対象とした重点事項のうち、「中国都市ごみの現状分析と将来予測」に
ついては、データや文献がきわめて限られる中で現地ヒアリング調査などを通じて最大限
の情報収集活動を行い、統計的手法を用いて独自の分析を実施し、説得力のある結論を導
出している。また、重点事項「中国都市ごみ処理の諸問題」についても、経済学の視点を
活かしつつ構造的な要因を抽出することに成功している。さらに、ごみ減量・資源化で高
い実績を持つ「日本の各種取り組み方策の検討」も的確であり、日中比較分析を踏まえて、
説得力のあるオリジナルな提言「中国におけるごみ処理と減量・資源化システム改善策」
を導き出している。このような研究手法は、博士後期課程生の研究方法論としてまさしく
正攻法と呼べるものであり、高く評価できる。
本論文は、経済学研究科の博士学位審査基準に照らしても妥当な研究内容であると認め
られる。従って、以上のような論文評価に基づき、本審査委員会は全員一致をもって小澤
明日美氏の博士学位請求論文は、本学博士学位を授与するに相応しいものと判断する。
